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日本の政治学者・歴史学者で筑波大学人文社会科学研究科教授・古田博司氏は、

2013 年 8 月 20 日の産経新聞「正論」に次のような記事を書いている。 

「不都合な歴史」書き換える韓国 

引用（抜粋） 

…「歴史の中に未来はない」のである。そうではなく、「歴史は乗り越えるもの」として

ある。 

今の韓国の狂騒のような反日は「歴史の中に未来がある」と思い込んでいる結果、

自分たちにとってまずかった歴史自体を変えたいとの意欲から起きてくる。 

朴槿恵大統領が「加害者と被害者の歴史は千年変わらない」と言ったりするのも、

「歴史の中に未来がある」と思い込んでいる結果、自分たちにとってまずかった歴史を

変更したいという逆向きの未来を志向していることから起こるチグハグなのである。 

韓国のみではなく北朝鮮、中国の３カ国はいわば超実念論の国々だ。 

これは「思っているモノは実在だ」という思想によって生じる。 

中国共産党の「核心的利益」がそれで、チベットもウイグルも南シナ海も東シナ海も

尖閣諸島も沖縄も何百年も前から中国の「領土」だった。 

だから中国人のものだという。論理にも何にもなっていないので、日本人には不思

議に思える思想である… 

…「思っているモノは実在だ」という思想が、彼らの近代的思考を常に阻害する。 

結局、中国と北朝鮮は共産主義の張り子の虎、韓国は自由主義の「はぐれ者」にし

かなれなかったのだ。…引用終り 

 

「超実念論」とは、とんでもない話、妄想そのものだ、これが世界第 2 の経済大国、

また、国連で拒否権を発動できる常任理事国である、何しろ、普通の国家は、憲法の

下に、国会があり、政府があり、裁判所があって三権分立が原則だが、中国において

は、憲法の上に共産党があるという奇妙な国。 

言論統制も思いのままだ、韓国の「金大中事件」のような日本から堂々と拉致する

わけでは無いが、日本で進歩的な発言をする中国籍の知識人が日本から一旦出国

すると、身柄拘束という事件が多いようだ、共産党に少しでも都合悪ければ、国益に

反するというわけだ、全く 1 党独裁の弊害ここに極まれりです。 

鳩山由紀夫元首相や、野中広務元自民党幹事長が甘言で勧誘されて中国へ行き、

馬鹿丸出しの反日発言をして、ネットでは大騒ぎだったが、何等国家の罰を受けず、

蛙の面に小便で、しゃーしゃーと大きな面をして生き残れる日本とは大違い。 

中国の言論統制も問題だが、日本の何でも有りの言論の自由も問題だ、勿論、言



論の自由は憲法で認める国民の権利、しかし、国益を損なう発言までも簡単に許す

のが真の言論の自由だろうか？ 

 

また、2013 年 9 月 23 日の産経新聞「正論」に次のような記事も書いている。 

「歴史の善悪に拘泥してはならぬ」 

引用（抜粋） 

…そもそも一国の首相が行けない場所があり、それが外交カードに使われること自体

が異常なのである、これは歴史問題というより哲学問題である。 

現在韓国も中国も指導者の政権基盤が弱く、政策も確固としていない。 

中国は毛沢東時代の継承に、韓国は植民地時代の否定にと、ともに徒に歴史の中

に未来を求めようとしている。…引用終り 

  

「そもそも一国の首相が行けない場所があり、それが外交カードに使われること自

体が異常なのである」…もっともです、内政干渉もいいところ。 

逆に、日本が中国に内政干渉まがいのことでもしようものなら、大々的な反日デモ

どころか、即軍事行動にまで発展しそうな雰囲気、自国の方は何でも OK だが、他国

の行動は絶対ＮＯ、これが中国、民主主義国家の常識は全く通じない、そんな国が

世界の大国として通っているのが現実。 

 

今、永世中立国として通っているスイスで軍隊廃止の声が上がっているようです、

細かいことは良くわかりませんが、使うことの無い軍隊に金を使うのは勿体無いという

発想らしい、なにやら平和ボケの感じがする。 

強い外交は、強い軍事力があってこそと言われています、日本で、自衛隊は違憲

だ、日米安保も違憲だ、憲法 9 条を守れと、ただ騒ぐだけの護憲派は、外交は話し合

いで決めれば良いと言う、だが話し合いでは解決できない国に対してはどう対応する

かの意見は皆無、現実にそういう国が存在するのを認識してるのだろうか？ 

スイスのことを、他山の石とせず、参考にすべきは参考にして、しっかり検討するべ

きでしょう。 

愚痴っていてもどうにもならないのが現実社会だ、世界中どこでも政界に政争はつ

きものだが、日本の政治家は、余りにも政争に明け暮れていないか？ 

確かに、政権の座にいなければ、政策は実行でき難いことは確か、しかし政権与党

にいても、野党にいても、政争に明け暮れること無く、政治家はマクロ、グローバルな

目を失ってはいけない、それが国民から選ばれた政治家の役目であり、義務だと思う、

日本の国を良い方向へ導くため心して頑張ってもらいたい。 

（28,Sep,2013 記） 


